
第２節 デジタル化と経済成長 

デジタル技術の急速な進歩は、経済に様々な可能性をもたらしている。こうしたデジ

タル技術は製造業や小売業等の生産性を高めるとともに、次々に新たな財やサービスを

生み出し、消費や企業の設備投資増加につながる成長の源泉と考えられる。加えて、コ

ロナ禍での経済活動制限や人々の行動様式の変化に伴い、デジタル技術の重要性が従来

に増して高まっている。本節では、こうしたデジタル技術を生産活動のベースとする

ICT製造業やICTサービス業（定義は後述）の動向を調べるとともに、非ICT部門も含め

た経済活動全般へのデジタル技術の活用の動向についても概観し、デジタル技術の活用

が進むことと経済成長との関わりを考える。 

１．ICT部門の成長と研究開発投資82の動向

（１）国レベルで見たICT部門の成長と研究開発投資

（EU27か国及び英国の動向）

ICT部門83は成長のけん引役の一つとされている。EU27か国及び英国（以降、EU28か

国84）のICT部門の付加価値額の伸びを経済全体の付加価値額の伸びと比較するため、

95年を基準（100）とした付加価値額の動向を19年までの期間についてみると、ICT部

門の付加価値額の伸びは経済全体の付加価値額の伸びをはるかに上回っている（第2-2-

1図（1））。加えて、１人当たりでみた労働生産性の伸びも、リーマンショックまでは

ICT部門の方が顕著に上回って推移している（第2-2-1図（2））。指数で比較すると、

19年時点でICT部門の付加価値額が280であるのに対し、経済全体の付加価値額は152に

とどまっている。95年以降の指数の推移をみると、ICT部門の付加価値額・労働生産性

ともに、リーマンショック時にやや低下し、以降上昇ペースは緩やかになっている。水

準が落ち込んだ09年を100として比較すると、付加価値額では全体の117に対してICT部

門は138とリーマンショック以降の期間に限ってみても高い水準だが、労働生産性では

順に110、111とほぼ同水準となり、ICT部門の伸びは経済全体の伸びと同程度となって

いる。 

82 本節中の一部図表等において、「研究開発投資」を「R&D 投資」と記載している箇所があるが、これらの用語は

同義で用いている。 
83 「ICT 部門」の包括的な定義は 07 年に OECD が行っており、ICT 製造業、ICT 卸売業（ICT trade industries）及び

ICT サービス業が含まれる。本稿では、欧州委員会が作成する Predict データベースを用いて図表の作成を行っている

が、同データベースでは簡易的に、OECD の定義に基づく「ICT 部門」に該当するサブセクターを集計した数値を公

表している。なお、Predict とは欧州委員会内の調査研究プロジェクト（Prospective Insights on R&D in ICT）を指し、

06 年以降毎年、欧州を始めとする世界の 40 の国・地域の ICT 産業やその研究開発投資の動向を調査するとともに、

統計の作成・公表を行っている。 
84 レポート公表時、EU は英国も含む 28か国で構成されていたため、各指標も 28か国ベースで作成されている。
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95年以降のICT部門の付加価値額や労働生産性の高い伸びの背景には、研究開発投資

の増加がある可能性が考えられる。EUのレポート85によれば、民間部門の研究開発投資

支出の伸びは95年以降10年代半ばまでは、ICT部門の伸びが全体の伸びを上回って推移

してきた。それと同時に、ICT部門の付加価値額の伸びも高かったため、研究開発投資

支出の動向を付加価値額当たりでみると、経済全体では上昇傾向にあるのに対し、ICT

部門ではむしろ低下傾向にある。言い換えれば、ICT部門では、95年時点と比較して研

究開発投資１単位当たりの付加価値額が高まっているとみることもできる。 

なお、ICT部門のうちICT製造業とICTサービス業86の動向をみると、EU28か国では研

究開発投資支出はICTサービス業で大きく上昇しているのに対し、ICT製造業では2000

年以降緩やかな低下傾向にあり、対照的な動きとなっている（第2-2-2図）。 

 

第2-2-1図 経済全体とICT部門の動向（1995年＝100）、EU28か国ベース 

 

（１）付加価値額            （２）一人当たり生産性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                         
85 Grassano, N. et al (2020) 
86 ICT 製造業には、電子部品・基盤製造、コンピュータ・同周辺機器製造、通信機器製造及び家電製造が含まれる。

ICT サービス業には、電気通信サービス及びコンピュータ・同関連サービス（ソフトウェア製造、コンピュータプロ

グラミング・同関連サービス、データ処理・ウェブポータルサービス及びコンピュータ・通信機器維持管理）が含ま

れる。なお、ICT 卸売業には、コンピュータ・同周辺機器及びソフトウェア卸売業並びに電子・電気通信機器及び部

品卸売業が含まれる。 

（備考）１．2020PREDICT より作成。 
２．実質ベース。 
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第2-2-2図 ICT部門の民間研究開発投資額の推移（1995年＝100）、EU28か国ベース 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国際比較） 

 次に、ICT部門の付加価値額対研究開発投資比率を17年時点で国際比較すると、EUは

5.1％、日本は8.1％であるが、これに対し韓国20.2％、台湾11.9％、アメリカ10.6％と

２桁の水準となっており、特に韓国・台湾で研究開発投資の比率が高いことが指摘でき

る（第2-2-3図（1））。これらの国々での民間部門の研究開発投資の特徴を見ると、韓

国・台湾ともにICT部門の中でもICT製造業（特に電子部品）のシェアが高い。また、

台湾ではICT部門の研究開発投資額が民間の研究開発投資額の75％程度を占めている。 

研究開発投資は生産性を高め、プラスの波及効果をもたらすことが指摘されている。

主要国やEU加盟国でのICT部門の民間研究開発投資額（対GDP比）と同部門の労働生産

性の関係をみると、両者の間には弱い正の相関がみられ、アメリカや北欧諸国の一部で

は研究開発投資が活発で労働生産性も高い（第2-2-3図（2））。なお、これらの国々で

のICT部門の労働生産性成長率（06～17年の年率）をみると、伸びが高いのはアイルラ

ンドや一部の東欧諸国及びアジア諸国であり、民間研究開発投資額（対GDP比）との関

係は明らかではない（第2-2-3図（3））。 

 

 

 

 

 

（備考）１．2020PREDICT より作成。 
    ２．2018 年、19年は予測値。 
    ３．実質ベース。 
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第2-2-3図 ICT部門の研究開発投資と労働生産性 

（1）ICT部門の付加価値対研究開発投資比率（2017年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）ICT部門の民間研究開発投資額の対GDP比率と労働生産性（2017年） 
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（3）ICT部門の労働生産性成長率（2006～17年の年率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

それでは、こうした研究開発投資比率の違いは、ICT部門の成長率にどのように影響

しているだろうか。ICT部門の付加価値額の成長率（前年比）は、17年には中国13.0％、

豪州8.8％、台湾7.2％、アメリカ7.0％、EU6.5％であり、日本の2.0％より高い。06～ 

17年の年平均成長率では、中国やインドで高い伸びとなっているのに次いで、韓国や台

湾でも特にICT製造業がけん引する形で、ICT部門の成長率が経済全体の伸びを上回っ

ている（第2-2-4図及び表）。総じてみれば、17年時点で日本より研究開発投資比率が

高い３か国（韓国・台湾・アメリカ）では、ICT部門の成長率は経済全体との比較で高

いのに対し、日本は特にICT製造業の伸びが低迷し、ICT部門全体の伸びもマイナスと

なっている。 

他方、政府以外の研究開発投資に対する政府の財政支援（政府の予算配分額）は、

GDP比でみると、18年で日本0.69％（うちICT関連の研究開発投資に対する支援

0.07％）、アメリカ0.64％（同0.05％）、EU28か国0.63％（同0.04％）といずれも日

本がアメリカやEUを上回っており、ICT関連を含め、日本では研究開発投資に対してほ

Ｇ７

Ｇ７以外の
欧州諸国

その他

国名
ICT関連業種の労働生
産性成長率（％）

アイルランド 6.29
中国 5.74
ルーマニア 4.36
台湾 4.15
インド 4.13
ブルガリア 3.42
キプロス 3.40
韓国 2.86
ポーランド 2.11
デンマーク 2.11
アメリカ 1.52
ハンガリー 1.25
スロバキア 1.24
チェコ 1.10
ノルウェー 1.05
スウェーデン 1.01
カナダ 0.97
ドイツ 0.87
イタリア 0.81
オーストリア 0.68
エストニア 0.58
日本 0.57
EU28 0.47
ベルギー 0.03
英国 -0.08
オランダ -0.31
マルタ -0.31
フランス -0.44
スロベニア -0.62
ギリシャ -0.64
フィンランド -0.82

（備考）2006～2017年の平均成長率。

アイルランドは2006～2014年。
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ぼ同程度の政府支援が行われていると考えられる。また、ICT部門への財政支援の分野

別内訳をみると、アメリカでは財政支援全体のうちICT部門向けは２％程度であるが、

そのほぼ全額が通信向けであるのに対し、EUでは財政支援全体のうちICT部門向けは

４％超とアメリカより高く、分野別にもコンピュータ・同関連サービスと通信向けの比

率がほぼ等しく、その他（通信機器や電子部品等）にも幅広く支援が行われている（第

2-2-5図）。 

 

第2-2-4図 ICT部門の国別成長率（年平均、2006～2017年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2-2-5図 欧米のICT部門向け政府支援 

（政府支援総額に占めるICT部門向けの比率、2017年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

オースト
ラリア

中国 EU28 インド 日本 韓国 台湾 米国

経済全体（％） 2.9 8.9 2.1 7.1 0.3 2.7 3.1 1.6

ICT部門（％） 3.0 7.9 2.2 9.7 -0.4 3.0 5.0 2.7

ICT製造業（％） -0.2 6.8 -2.4 2.6 -2.9 4.6 5.7 -1.8

ICTサービス業（％） 3.2 9.1 2.8 10.3 0.8 0.1 1.7 3.6

（備考）2020PREDICT より作成。 

（備考）１．欧州委員会より作成。 
    ２．アメリカのデータはコンピュータ・同関連サービスと通信のみ。 
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06～17年の時間当たり労働生産性の平均成長率を比較すると、国によって特徴が異

なる。アメリカでは、ICTサービス業の労働生産性の伸びがICT製造業の伸びを上回っ

ており、中国以外の各国の伸びを上回っている（第2-2-6図）。韓国・台湾・中国では

ICT製造業で５％前後と高水準であるが、ICTサービス業については中国のみ高成長で、

韓国や台湾では低い伸びとなっている。日本では、ICT製造業の労働生産性の伸びが

ICTサービス業の伸びを上回っているが、他国と比較するといずれも低く、EUも日本と

同様の特徴がみられる。なお、国によって労働生産性の伸びの動向に大きな違いがみら

れる理由として、当該成長率が購買力平価換算ベースで計測されていることに留意する

必要がある。 

 

第 2-2-6 図 ICT 部門の労働生産性（時間当たり）成長率 

（年平均成長率、2006～2017 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民間部門の研究開発支出の対GDP比率は、06年には日本が2.5％と最も高く、次いで

韓国（2.2％）、アメリカ（1.8％）であったが、17年には韓国(3.6％)や台湾（2.6％）

が比率を高め、日本(2.5％)を上回っている（第2-2-7図、第2-2-8図）。また中国も06

年の1.0％から17年には1.7％と大きく比率を高めている。内訳をみると、韓国ではICT、

非ICTの両方で比率が高まったが、台湾ではICTを中心に上昇している。こうした研究

開発投資の強化が、両国でのICT部門の高い成長につながった可能性が指摘できる。こ

れに対し、日本では欧米などと比較すればICT部門に相応の研究開発投資を行ってきた

が、同部門における付加価値成長率や労働生産性の伸びは低い。 

（備考）１．2020PREDICT より作成。 
    ２．図中の数値は 2017 年の前年比。 
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第 2-2-7 図 部門別の民間研究開発投資対 GDP 比率（ICT,ICT 以外、2006 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2-2-8 図 部門別の民間研究開発投資対 GDP 比率（ICT,ICT 以外、2017 年） 
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２．棒の上の数値は、民間研究開発投資総額対GDP比。
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２．棒の上の数値は、民間研究開発投資総額対GDP比。
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（２）企業レベルで見たICT部門の成長・収益性と研究開発投資  

 

（EUの研究開発投資データベース） 

ここまでは国別のデータを用いて、ICT部門に焦点を当てて、研究開発投資の動向が

成長の鍵となる可能性についてみてきた。本稿では、企業レベルの情報を用いてICT部

門及びその他の成長業種での研究開発投資の動向と企業パフォーマンスの比較等を行う。 

分析に用いたのは、欧州委員会が年１回公表している民間企業の研究開発投資スコア

ボード87（各国の上場企業のうち研究開発投資額88の上位2,500社の財務データ）である。

個社レベルのデータが14～19年の各年について、企業名を含めデータベースとして公表

されていることから、同じ企業の異なる年次のデータを接続することもできる。しかし

上位2,500社は各年で入れ替わりがあることから、異なる年次のスコアボードを用いて

業種別・国別の比較分析を行う場合は、データのカバレッジに留意が必要89である。た

だし、各業種の主だった上場企業は継続的にカバーされており、国×業種のレベルで全

体の傾向を把握するには問題ないと考えられる。なお、欧州委員会がこうしたデータベ

ースを整備し、継続的に公表している背景の一つには、EU諸国の構造的な課題として、

民間企業の研究開発投資が少ないことによるイノベーションの遅れが認識され、これを

打開するための材料として、国際比較等の分析が進められていることがあるとされてい

る。 

 

  

                         
87 EU Industrial R&D Investment Scoreboard. 最新データは20年1月に公表された20年版である。20年版は財務データに

基づき19年において研究開発投資額の上位2,500社を対象に、売上、利益率、従業員数等がデータベースとして公表

されている（https://iri.jrc.ec.europa.eu/scoreboard/2020-eu-industrial-rd-investment-scoreboard）。データが公表されている

のは15年版以降であるため、本分析では比較のため15年版（14年データ）及び20年版（16年データ）を用いた。 
88 このデータベースでは、「研究」とは新たな科学的ないし技術的知見や理解を得るために行われる独自かつ計画さ

れた調査と定義され、研究費用は発生時に認識されるとされている。「開発」は商用生産が開始される前に、新たな

もしくは大幅に改良された素材や製品、プロセス、システム、サービス等の生産のために研究成果やその他の知識を

応用することを意味し、開発費用は開発された無形資産が将来の経済的利益を生み出すことが示された時などに資本

化される。 
89 時点間の比較ではデータベースに含まれる企業が同一ではないが、出入りがあるのは主として相対的に規模が小さ

い企業であり、大企業の場合はM&Aや新規上場等に伴う変更と考えられる。 
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上記スコアボードを用いて、19年の売上高（純売上90）が大きい業種91について、そ

れぞれの売上高の伸びを比較すると、14～19年の間で伸びが最も大きかったのがソフト

ウェア・コンピュータサービス（年率14.1％）、次いで医薬品・バイオテクノロジー

（同6.8％）、テクノロジー・ハードウェア及び機器（同5.7％）であった。これらの業

種は研究開発投資集中度（研究開発投資比率（対売上））が他業種と比較して高く、全

業種の平均比率4.3％に対し、順に11.8％、15.9％、9.0％である（第2-2-9表）。また、

研究開発投資集中度と過去５年間の売上伸び率の関係を業種別の散布図（第2-2-10図）

でみると、研究開発投資集中度が相対的に高いソフトウェア・コンピュータサービス、

医薬品・バイオテクノロジー、テクノロジー・ハードウェア及び機器では他業種と比較

して売上の伸びも高く、次いで電子・電気機器や自動車・同部品が研究開発投資集中度、

売上伸び率ともに比較的高い水準となっている。さらに、過去５年間の研究開発投資額

伸び率と、同じ期間の売上伸び率の関係を業種別にみたものが第2-2-11図であるが、過

去の研究開発投資額伸び率が高い業種ほど、売上伸び率も高い傾向がうかがえる。特に

日本企業に注目してみると、自動車・同部品では、研究開発投資伸び率、売上伸び率と

もに日本企業は世界の平均と同水準であるが、ソフトウェア・コンピュータサービスや

テクノロジー・ハードウェア及び機器、電子・電気機器ではいずれも、日本企業は研究

開発投資伸び率、売上伸び率の両面で世界平均より低い。他方、化学では、日本企業の

売上伸び率は世界平均と同水準であるが、研究開発投資額の伸び率は世界平均より高く、

業種によって日本企業の相対的なパフォーマンスが異なることが示唆される。 

欧州委員会はデータベース報告書の中で、ソフトウェア・コンピュータサービス、テ

クノロジー・ハードウェア及び機器及び電子・電気機器等をまとめてICT関連産業92と

しているため、本稿でもこれらの業種に特に注目して分析を行った。 

なお、ICT関連産業及び自動車・同部品の４業種について、研究開発投資額上位10社

の研究開発投資額と売上高の関係を、14年と19年のそれぞれで比較したのが第2-2-12図

である。ここでは、業種ごとに研究開発投資額の上位10社を示しているが、図の右下に

あるほど売上高対研究開発投資額比率が小さく、左上にあるほど同比率が大きい。14年

                         
90 純売上（net sales）は IFRS（国際会計基準）で、会計年度中に達成された売上（gross sales）から返品や各種引当金

を控除した金額とされている。 
91 スコアボードでの業種分類は、ICB（Industry Classification Benchmark）に基づいて行われている。本稿で主たる分

析対象とした業種の内訳（サブセクター）は以下のとおり。①ソフトウェア・コンピュータサービス：コンピュータ

サービス、ソフトウェア及び消費者向けデジタルサービス、②テクノロジー・ハードウェア及び機器：半導体、電子

部品、ハイテク製品製造機器、コンピュータハードウェア製造業等、③医薬品・バイオテクノロジー：バイオテクノ

ロジー及び医薬品、④電子・電気機器：電気機器部品（家電完成品に用いられる部品等）製造業及び電子部品製造業、

⑤自動車・同部品：自動車（完成車）・同部品製造及び自動車関連サービス。 
92 厳密には、コンピュータハードウェア、電気機器・同部品、電子機器、電子事務用機器、半導体及び通信機器を

ICT 製造業、コンピュータサービス、インターネット、ソフトウェア及びモバイル通信を ICT サービス業と分類して

いる（Grassano, N. et al, 2020） 
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と19年を比較すると、19年にはソフトウェア・コンピュータサービス及びテクノロジ

ー・ハードウェア及び機器のいずれの業種においても、研究開発投資額の上位３社は、

研究開発投資額が突出して高くなっており、また、売上高も高水準にある。さらに、g

社を除く５社では、売上高に対する研究開発投資額比率も相対的に高水準となっている。

また、４業種のうち電子・電気機器や自動車・同部品では14年時点で上位10社入りして

いる日本企業が多いが、その多くは19年にも上位10社にとどまり、研究開発投資規模に

おいて相対的に高い地位を維持している。 

 

第2-2-9表 業種別の売上高・研究開発投資の比較（2019年、主要民間企業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）The EU Industrial Scoreboard 2020, 2015 より作成。 

 

第 2-2-10 図  世界主要企業（研究開発投資額上位 2,500 社）の 

研究開発投資対売上比と売上伸び率（業種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）１．The EU Industrial Scoreboard 2020より作成。 
２．図中の赤丸はICT関連産業を示す。 
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（％）
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研究開発投資額（A） 純売上高（B）
研究開発投資集

中度
過去５年間の
売上伸び率

百万ユーロ、2019年 百万ユーロ、2019年  (A)/(B) 年平均

自動車・同部品 132,864 2,754,395 4.8% 4.9%
石油・ガス製造 9,895 2,725,539 0.4% -1.7%
テクノロジー・ハードウェア及び機器 139,649 1,557,098 9.0% 5.7%
電子・電気機器 68,893 1,352,096 5.1% 5.5%
ソフトウェア・コンピュータサービス 142,658 1,212,628 11.8% 14.1%
建設・同資材 19,151 1,048,887 1.8% 5.3%
医薬品・バイオテクノロジー 166,729 1,048,570 15.9% 6.8%
インダストリアル・エンジニアリング 32,240 996,424 3.2% 3.4%
化学 23,136 964,934 2.4% 3.9%
合計 904,204 21,018,375 4.3% -

分類
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第 2-2-11 図 研究開発投資伸びと売上伸びの関係（世界 2,500 社、うち日本企業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2-2-12 図 売上高と研究開発投資額の関係 

（各業種の研究開発投資額上位10社、2014年・2019年） 

 

 

  

（備考）The EU Industrial Scoreboard 2020, 2015 より作成。 
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以下では、成長業種であるソフトウェア・コンピュータサービス業並びにテクノロジー・ハード

ウェア及び機器業を ICT 部門として、個別企業の研究開発投資の動向と、パフォーマンスの関

係を分析した。加えて、ICT 部門以外の成長業種として医薬品・バイオテクノロジー業等の企

業動向も比較検証した。 

 

（企業別にみた研究開発投資と利益率） 

（ア）ソフトウェア・コンピュータサービス業 

ソフトウェア・コンピュータサービス業では、14～19年の間の研究開発投資の伸びは

年率17.6％であり、売上の伸び（同14.1％）を上回る93。同業種で研究開発投資額が大

きい企業はアメリカと中国に集中している。研究開発投資額上位2,500社のうち、中国

のソフトウェア・コンピュータサービス業の企業数は、14年の32社から19年には62社に

                         
93 サンプルが相対的に研究開発投資額の大きい企業に入れ替わっている点には留意が必要である。 

（備考）１．The EU Industrial Scoreboard 2020, 2015 より作成。 

    ２．グラフ中のＡ～Ｋ社は日本企業、s～o社は外国企業。 
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アメリカ

72％

アメリカ

77％

中国

14％

中国、６％

EU、７％

EU、９％

日本３％

日本、４％

その他、４％

2019

2014

うち37％はアルファベット （グーグル) ＋ フェイスブック ＋ マイクロソフト

の３社分

急増しており、アメリカでは逆に161社から153社に減少している。これに伴い、研究開

発投資額のシェアも中国は６％から14％に増加しているが、アメリカのシェアは77％か

ら72％と低下するも、依然として世界全体の3/4程度の投資を行っている。とりわけ、

19年時点では世界全体の37％はアルファベット、フェイスブック及びマイクロソフトの

３社が占めており、存在感が大きい。なお、日本のシェアはもともと低水準であったが、

５年間でやや低下している（第2-2-13図）。 

 

第 2-2-13 図 ソフトウェア・コンピュータサービス業の 

研究開発投資額の国別シェア（2014 年・2019 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）The EU Industrial Scoreboard 2020, 2015 より作成。 

 

14年、19年の各年について、売上高が相対的に大きい企業と小さい企業の特徴をみる

ため、売上（対数値）の上位25％超の企業、下位25％未満の企業及び全企業のぞれぞれ

について、研究開発投資対売上高比率、売上高利益率、研究開発投資の伸び、及び売上

高の伸びの中央値を比較したのが第2-2-14表である。例えば19年の値をみると、売上高

利益率の中央値は売上規模が大きい企業で14.3％、小さい企業でマイナス13.7％と、規

模の大小に応じて符号が異なり、分布に大きな違いがみられ、小規模企業では利益率が

負の企業が過半を占めている。研究開発投資対売上高比率は規模が小さい企業の方が高

い傾向にあることから、こうした企業では低利益率の下で相対的に多額の研究開発投資

を行っていることが示唆された。これらの背景としては、ソフトウェア・コンピュータ

サービス業には多くのベンチャー企業が存在することがあり、そうした企業は研究開発

比率が高くかつ利益率が低い傾向にあることも考えられる。 

売上の対前年伸び率については、規模が小さい企業が中央値で18.4％、大きい企業が

同9.7％と、規模が大きくなるほど伸びも小さくなる傾向にあるが、研究開発投資の伸

び率については、規模の大小にかかわらず中央値にはほとんど違いがみられず、企業規

模が大きくなっても研究開発投資を積極的に拡大させていることがうかがえる。また、
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（中央値）

売上上位25％
超の企業

売上下位
25％未満の

企業
全体

売上高利益率(％) 14.3 -13.7 6.4

研究開発投資対売上比率(％) 11.0 24.7 17.6

売上伸び(％) 9.7 18.4 14.0

研究開発投資伸び(％) 14.9 15.5 16.3

14年と19年の結果を比較するとほぼ類似の結果が得られたが、研究開発投資の伸び率に

関してのみ、14年時点では企業規模が大きい企業の方が小さい企業に比べ伸びが低い傾

向にあることから、近年、企業規模の大きい企業が活発な研究開発投資を行う一方、小

規模企業の研究開発投資の伸びが低下する傾向がみられる。 

ソフトウェア・コンピュータサービス業の特徴として、研究開発投資を集中的に行っ

た企業が新規サービスの提供等により売上を伸ばし大企業に成長し、市場を寡占化する

ことにより高い利益率を得るケースがあることや、寡占企業も多額の研究開発投資を続

け、売上を伸ばし続けるとともに高い利益率を実現しやすいことが指摘されている。上

述の結果は、こうした指摘と整合的と考えられる。加えて、ソフトウェア・コンピュー

タサービス業では、ベンチャー企業等を中心に小規模企業が研究開発投資を活発に行っ

ているものの、市場では寡占企業の競争力が圧倒的に強く、その多くは巨大な寡占企業

ほどの利益率を実現できないどころか利益がプラス転換しないまま、M&Aの対象とな

ったり、競争力を維持できずに市場から退出している可能性もある94と考えられる。第

2-2-15表では、ソフトウェア・コンピュータサービス業で14年時点の研究開発投資対売

上比率が高く、かつその後５年間の平均的な売上伸びも高い企業の例を挙げている。研

究開発投資対売上高比率、売上伸びともに高い企業の多くはソフトウェア開発等を行う、

年間売上が数億ドル規模の企業であるが、フェイスブックやツイッターのようにSNSの

提供等で順調な事業拡大を続け、19年時点の売上が数百億ドル規模の企業でも、売上対

比で20％を超える研究開発投資を実施していたことがわかる。 

 

第 2-2-14 表 ソフトウェア・コンピュータサービス業の諸指標（2019 年・2014 年） 

 

（1）2019 年 

 

 

 

 

 

 

（備考）The EU Industrial Scoreboard 2020より作成。 

  

                         
94 こうした議論は、第３節で扱う、オンライン市場が少数の大規模 PF 企業（プラットフォーム企業）による寡占と

なっていることで、新規・小規模事業者の参入によるイノベーションが十分行われていない可能性を指摘した競争政

策当局のレポートの議論とも整合的である。 
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（中央値）

売上上位25％
超の企業

売上下位
25％未満の

企業
全体

売上高利益率(％) 16.5 -10.8 7.4

研究開発投資対売上比率(％) 11.8 26.4 16.6

売上伸び(％) 7.7 19.4 13.4

研究開発投資伸び(％) 9.2 28.5 15.0

企業名 国 事業内容

2014年時点の

研究開発投資

対売上比率

(％)

売上伸び

（年率, ％）

2019年の売

上高（10億ド

ル）

FACEBOOK アメリカ
ソーシャルメディア、ソーシャルネット

ワーキングサービス
21.4 43.7 70.5

TWITTER アメリカ ソーシャルネットワーキングサービス 52.4 21.7 17.0

ZENDESK アメリカ
ソフトウェア開発、クラウド型カスタマー

サービスプラットフォーム提供
36.9 47.4 0.8

HUBSPOT アメリカ
マーケティング・カスタマーサービスソフ

トウェア開発
23.0 44.5 0.7

NEW RELIC アメリカ
アプリケーションパフォーマンス監視

サービスをクラウドで提供
21.8 42.5 0.6

WIX.COM アメリカ
ウェブサイト構築サービス、ECサイト制

作サービス
40.8 42.1 0.8

NETDRAGON WEBSOFT 中国 ゲームソフト制作 23.3 41.6 0.8

（2） 2014 年 

 

 

 

 

 

 

（備考）The EU Industrial Scoreboard 2015より作成。 

 

第2-2-15表 2014年時点の研究開発投資比率が高く、その後５年間の売上伸びも高い 

企業の例（ソフトウェア・コンピュータサービス業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）The EU Industrial Scoreboard 2015. 2020より作成。 

 

 

（イ）テクノロジー・ハードウェア及び機器業 

テクノロジー・ハードウェア及び機器業でも、14～19年の平均変化率でみて、研究開

発投資の伸び率（8.1％）は売上高の伸び率（5.7％）を上回っている。14年と19年の売

上のシェアを国別に比べると、中国企業が12.4％から20.7％にシェアを高める一方、ア

メリカ・日本・台湾の各企業のシェアはいずれも低下している。研究開発投資額につい

ても、中国企業のシェアが4.8％から18.1％に大きく高まる一方、アメリカ企業のシェ

アは60.7％から54.9％にまで下がっている（第2-2-16図）。なお、中国の大企業（ファ

ーウェイ）の研究開発投資額（167億ユーロ）はアメリカの大企業（アップル144億ユー

ロ、インテル119億ユーロなど）を19年に上回っており、中国ではファーウェイ１社の

売上や研究開発投資額が突出しているのに対し、アメリカは複数の大企業間の競争状態

となっている。また、ソフトウェア・コンピュータサービス業とは異なり、米中ともに
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アメリカ

47％

アメリカ

49％

中国 21％

中国

12％

日本９％

日本10％

台湾

12％

台湾

16％

その他11％

その他13％

2019

2014

アメリカ

55％

アメリカ

61％

中国18％

中国５％

日本５％

日本６％

台湾７％

台湾８％

その他15％

その他20％

2019

2014

利益率がマイナスの企業は限られているが、売上対研究開発投資比率と利益率の間には

負の関係がうかがえる（第2-2-17表）。 

テクノロジー・ハードウェア及び機器部門では、研究開発投資対売上高比率は、平均

的にみてソフトウェア・コンピュータサービスよりやや低く、投資額の伸び率も低めで

あるが、規模が大きい企業の方が、小さい企業と比べて売上高の伸び率、研究開発投資

の伸び率ともに高めであり、高い利益率を実現していることがうかがえる。また、14年

と19年を比較すると、売上高の伸び率が低下し、特に規模が小さい企業での低下傾向が

顕著である。併せて、小規模企業では19年には研究開発投資の伸びを抑える傾向にある

ことも示唆されている。 

第2-2-18表では、テクノロジー・ハードウェア及び機器業で14年時点の研究開発投資

対売上高比率が高く、かつその後５年間の平均的な売上伸びも高い企業の例を挙げてい

る。研究開発投資対売上高比率、売上伸び共に高い企業の多くは半導体関連製品の製造

等を行う、年間売上が数億～数十億ドル規模の企業であるが、ブロードコムやエヌビデ

ィアのように19年時点の売上が数百億ドル規模の企業でも、売上対比で20％を超える研

究開発投資を実施していたことがわかる。 

 

第 2-2-16 図 テクノロジー・ハードウェア及び機器の 

売上及び研究開発投資の国別シェア（2014 年・2019 年） 

      （売上）                  （研究開発投資） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）The EU Industrial Scoreboard 2020, 2015 より作成。 
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（中央値）

売上上位25％
超の企業

売上下位
25％未満の

企業
全体

売上高利益率(％) 9.4 1.4 6.7

研究開発投資対売上比率(％) 8.5 20.3 11.3

売上伸び(％) 6.8 0.9 1.7

研究開発投資伸び(％) 6.2 -0.2 7.1

（中央値）

売上上位25％
超の企業

売上下位
25％未満の

企業
全体

売上高利益率(％) 8.3 0.2 6.5

研究開発投資対売上比率(％) 8.4 20.7 11.6

売上伸び(％) 5.9 6.6 6.7

研究開発投資伸び(％) 5.7 5.1 7.9

第 2-2-17 表 テクノロジー・ハードウェア及び機器業の諸指標（2019 年・2014 年） 

（1）2019年 

 

 

 

 

 

 

（備考）The EU Industrial Scoreboard 2020より作成。 

 

（2）2014年 

 

 

 

 

 

 

（備考）The EU Industrial Scoreboard 2015より作成。 

 

第 2-2-18 表 2014 年時点の研究開発投資比率が高く、その後５年間の売上伸びも高

い企業の例（テクノロジー・ハードウェア及び機器業） 

 

（備考）The EU Industrial Scoreboard 2020,2015より作成。 

 

 

  

企業名 国 事業内容

2014年時点の

研究開発投資

対売上比率

(％)

売上伸び

（年率, ％）

2019年の売

上高（10億ド

ル）

BROADCOM アメリカ
無線及び通信インフラ向け半導体、ソフ
トウェア製造

28.2 23.7 22.5

NVIDIA アメリカ 半導体（GPU)製造 29.0 20.3 10.9

CYPRESS
SEMICONDUCTOR アメリカ

半導体設計・製造（フラッシュメモリ、マ

イコン等）
22.7 26.9 2.2

MELLANOX
TECHNOLOGIES アメリカ

コンピュータネットワーキング関連製品

製造
45.1 25.4 1.3

MAXLINEAR アメリカ
ケーブル・衛星ブロードバンド通信向け

集積回路製造
42.5 20.8 0.3

INPHI アメリカ
通信及びデータセンター向け半導体関

連製品等製造
45.4 20.4 0.3

－　 95 　　



 

 

 

（企業別にみた投資比率と売上伸び） 

次に、14～19年の期間での企業レベルの売上高の伸び率と、14年時点の売上対研究

開発投資比率、もしくは設備投資95比率の関係をみてみよう。この分析により、14年時

点でこれらの投資比率が高い企業ほど、その後５年間の売上高の伸び率が高い傾向にあ

るか、検証を行う。第2-2-19図はソフトウェア・コンピュータサービス業とテクノロジ

ー・ハードウェア及び機器業の各社の研究開発投資対売上比率を横軸に、売上高の伸び

率を縦軸に取ったものである。ソフトウェア・コンピュータサービス業、テクノロジ

ー・ハードウェア及び機器業それぞれの中央値を比較すると、売上高の伸びは順に

10.8％、7.1％であり、研究開発投資対売上高比率は15.9％、11.3％、設備投資額対売

上高比率は3.6％、3.4％と設備投資比率ではほぼ同水準であるものの、いずれも前者の

方が高い（第2-2-20表）。また、いずれの業種でも、14年時点の研究開発投資額対売上

高比率と売上高の伸びの間には有意な正の相関がみられた。 

さらに、投資水準と事後の売上高成長率の関係をより詳細にみるため、業種別に以

下のような推計を行った9697。 

 

𝑆𝑎𝑙𝑒𝑠_𝑔𝑟𝑜𝑤𝑡ℎଶ଴ଵଽିଶ଴ଵସ ൌ 𝛼 ൅ 𝛽ଵ𝑅𝐷_𝑖𝑛𝑡𝑒𝑛𝑠𝑖𝑡𝑦ଶ଴ଵସ ൅ 𝛽ଶ𝐶𝑎𝑝𝑒𝑥_𝑖𝑛𝑡𝑒𝑛𝑠𝑖𝑡𝑦ଶ଴ଵସ ൅ 𝜀 (1) 

 

𝑆𝑎𝑙𝑒𝑠_𝑔𝑟𝑜𝑤𝑡ℎଶ଴ଵଽିଶ଴ଵସ: 2014年から19年の売上高伸び率（年平均） 

𝑅𝐷_𝑖𝑛𝑡𝑒𝑛𝑠𝑖𝑡𝑦ଶ଴ଵସ: 2014年の研究開発投資額対売上高比率 

𝐶𝑎𝑝𝑒𝑥_𝑖𝑛𝑡𝑒𝑛𝑠𝑖𝑡𝑦ଶ଴ଵସ: 2014年の設備投資額対売上高比率 

𝛼: 定数項、𝛽ଵ,𝛽ଶ: 係数、ε: 誤差項 

 

推計の結果、ソフトウェア・コンピュータサービス業、テクノロジー・ハードウェ

ア及び機器業いずれの業種でも、研究開発投資比率、設備投資比率ともにプラスで有意

の係数が得られた。因果関係は不明であるが、少なくとも、14年時点で両投資比率が高

かった（低かった）企業の売上の伸びは、その後５年間高い（低い）傾向にあることが

示唆された（第2-2-21表）。また、こうした投資比率が売上伸びを説明できる割合（決

定係数）はソフトウェア・コンピュータサービス業の方が高く、係数も大きいことから、

企業の成長はテクノロジー・ハードウェア及び機器業よりも研究開発投資や設備投資の

相対的な水準の影響を受けやすい傾向もうかがえる。 

                         
95 ここでの設備投資は資本的支出（CAPEX）を指し、機器や事業用構築物などの有形資産取得や改築・改良のため

に行われる支出を指す。 
96 ソフトウェア・コンピュータサービス業で、研究開発投資対売上高比率が100％を大きく上回る企業が１社のみ存

在したため、外れ値として推計対象から除外した。但しこれを含めても、主な結論に変わりはない。 
97この分析は15年と20年の両方のスコアボードに含まれる企業のみを対象としており、例えば14年時点では研究開発

投資額が上位2,500社に含まれていても、５年後には規模が縮小して圏外となった企業は含まれない点には留意が必

要である。 
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結果の頑健性を確認するため、14～19年に加え、14～17年、もしくは17～19年の期

間で同様の推計を行ったところ、ソフトウェア・コンピュータサービス業では両期間と

もに研究開発投資、設備投資のいずれの比率でもプラス有意となり、テクノロジー・ハ

ードウェア及び機器業では14～17年で同様にプラス有意であったが、17～19年はプラス

であるものの有意とはならなかった。 

以上の結果をまとめると、ICT部門では、企業レベルで見ても、研究開発投資や設備

投資に力を入れている企業では、事後の売上の伸びも高い傾向が示唆された。 

 

第2-2-19図 研究開発費・設備投資費と売上伸びの関係（2014～2019年の変化） 

<ソフトウェア・コンピュータサービス業> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<テクノロジー・ハードウェア及び機器業> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）The EU Industrial Scoreboard 2020, 2015より作成。 
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観測数 平均 標準偏差 中位値 最小値 最大値

売上高伸び率

（年平均、％)
143 14.5 13.4 10.8 -22.5 55.5

研究開発投資対売上高比率

（2014年、％）
143 17.1 10.7 15.9 0.1 52.4

設備投資対売上高比率

（2014年、％）
143 5.6 6.5 3.6 0.0 38.7

利益率差

（2019年－2014年, ％pt）
143 2.3 21.8 0.20 -48.3 160.1

観測数 平均 標準偏差 中位値 最小値 最大値

売上高伸び率

（年平均、％)
181 7.2 9.7 7.1 -42.9 31.0

研究開発投資対売上高比率

（2014年、％）
181 13.1 9.5 11.3 0.2 45.4

設備投資対売上高比率

（2014年、％）
181 6.4 8.1 3.4 0.0 40.0

利益率差

（2019年－2014年, ％pt）
180 -1.8 15.8 -0.4 -90.9 44.4

被説明変数：2014－2019年の売上伸び率（年平均）

説明変数

0.301 *** 0.134 *

(0.100) (0.001)

0.522 ** 0.143 **

(0.211) (0.001)

定数項 6.379 *** 0.0455 ***

(1.880) (0.013)

サンプル数 143 181

決定係数 0.159 0.030

ソフトウェア・コン

ピューター

テクノロジー・

ハードウェア

業種

2014年時点の研究開発

投資対売上比率

2014年時点の設備投資

対売上比率

第2-2-20表 基本統計量 

<ソフトウェア・コンピュータサービス業> 

 

 

 

 

 

 

 

<テクノロジー・ハードウェア及び機器業> 

 

 

 

 

 

 

 

 （備考）The EU Industrial Scoreboard 2020, 2015より作成。 

 

第2-2-21表 研究開発費・設備投資費と売上伸びの関係（推計結果①） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、両者の関係は、ICT部門以外の製造業でもプラス有意となる場合がみられる。

例えば、医薬品・バイオテクノロジー産業の研究開発投資対売上高比率や設備投資対売

上高比率と、５年間の売上の平均的な伸び率の相関をみると、相関係数はそれぞれ0.31、

（備考）１．*** １％水準有意、** ５％水準有意、* 10％水準有意。 
２．括弧内は頑健標準誤差。 
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被説明変数：2014－2019年の売上伸び率（年平均、％）

説明変数

投資要因

　2014年時点の研究開

　発投資対売上比率(％)
0.018 0.288 ** 0.043

　2014年時点の設備機

　器・構築物投資対売

　上比率(％)
0.091 0.357 *** 0.356

定数項 10.539 *** 3.503 *** 3.287

サンプル数 163 145 94
決定係数 0.116 0.0806 0.0297

業種

医薬品・バイオテ

クノロジー
電子・電気機器 自動車・同部品

0.42で統計的にも有意である。ただし、両方を説明変数とした推計(推計式（1））を行

うと、いずれの係数も有意ではなくなり、ICT部門業種よりも関係が弱い。この背景に

は、医薬品・バイオテクノロジー産業の研究開発投資は懐妊期間がある程度長いことや、

売上に結び付かないリスクを伴うものであることが考えられる。これに対し、電子・電

気機器ではどちらの投資比率も有意に正の符号となり、係数の水準もソフトウェア・コ

ンピュータサービスに次いで大きい（第2-2-22表）。自動車・同部品では推計された係

数は正であったが、サンプル数が限られていることもあり有意にはならなかった。こう

したことから、少なくともソフトウェア・コンピュータサービス、電子・電気機器、テ

クノロジー・ハードウェア及び機器の３業種では設備投資や研究開発投資が相対的に高

水準であると、その後数年間にわたり売上の伸びも高い傾向があることが示唆された。 

第2-2-23図（１）（ソフトウェア・コンピュータサービス）、第2-2-23図（２）

（電子・電気機器）の推計結果を用いて、14年に研究開発投資や設備機器・構築物投資

を一定程度行った場合、19年の売上がどの程度押し上げられたか試算した結果を第2-2-

25図に示す。左側のソフトウェア・コンピュータサービスの場合、14年の売上を100と

すると、仮に14年時点で投資を全く行っていなくても、５年後の19年には平均的にみて

売上は136.2に増加する。これに加えて、14年時点で研究開発投資額が売上対比で

17.1％（推計対象とした企業の平均値）だったとすると、売上の伸びが押し上げられる

ことで19年の売上は172.6まで増加する。さらに、14年時点で設備機器や構築物に対す

る投資額が売上対比で5.6％（推計対象とした企業の平均値）だったとすると、19年の

売上は196.7とほぼ倍増の水準となることが見込まれる。ソフトウェア・コンピュータ

サービスの場合、市場の拡大スピードが速く、新規投資等を行わなくても売上は伸びる

が、企業が研究開発投資や設備投資を拡充するほど、売上の伸びが加速していく傾向が

示唆される。 

 

第2-2-22表 研究開発費・設備投資費と売上伸びの関係（推計結果②） 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

（備考）１. The EU Industrial Scoreboard 2020, 2015より推計。 
２．*** １％水準有意、** ５％水準有意、* 10％水準有意。 

－　 99 　　



 

 

 

 第2-2-23図 売上伸びの要因分解（推計結果を用いた試算結果） 
 

（1）ソフトウェア・コンピュータサービス 

 

 

 

 
 
 
 
 

（2）電子・電気機器 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）The EU Industrial Scoreboard 2020, 2015より推計 

 

（企業別にみた投資比率と従業員数の変化） 

次に、投資比率と従業員数の変化の関係を示したのが第2-2-24図である。ソフトウェ

ア・コンピュータサービス業、テクノロジー・ハードウェア及び機器業いずれの業種で

も、研究開発投資対売上高比率と、事後的な従業員数の伸びの間には正の相関がみられ

る。上述のとおり、研究開発投資対売上高比率が高ければ、事後的な売上の伸びも高い

傾向にあり、それが従業員数の伸びにつながっている可能性もあるが、売上が伸びてい

100.0
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36.4

24.0
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2014 2019 （年）

（％）

② 2014年のR&D投資対

売上比率が17.1％（平均

値）の場合：172.6

③ 2014年のR&D投資対

売上比率が17.1％かつ

機械設備投資対売上比

率が5.6％（平均値）の

場合：196.7

① 2014年の投資額

がゼロの場合: 136.2

機械設備投資に

よるプラス分

R&D投資によ

るプラス分

100

118.8
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② 2014年のR&D投資対

売上比率が6.4 ％

（平均値）の場合：129.8

③ 2014年のR&D投資対売上比率

が6.4 ％かつ機械設備投資対

売上比率が5.1％（平均値）

の場合：141.3

① 2014年の投資額がゼロ

の場合: 118.8

機械設備投資に

よる

プラス分

R&D投資による

プラス分

（％）
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ても雇用が増えているとは限らず、売上はプラス変化でも従業員数がマイナス変化の企

業も数多くみられる点には留意が必要である98（第2-2-25表）。 

全体の傾向をみるため、14～19年の間の従業員数の平均変化率を被説明変数とし、14

年時点の投資比率に回帰（下式）すると、ソフトウェア・コンピュータサービス業、テ

クノロジー・ハードウェア及び機器業いずれでも、研究開発投資対売上高比率ではプラ

ス有意であるが、設備投資対売上高比率では有意な関係がみられなかった。言い換えれ

ば、14年時点で研究開発投資に相対的に力を入れていた企業ほど、その後５年間で従業

員数の増加ペースも早かったことになり、係数はソフトウェア・コンピュータサービス

業の方が大きい。因果関係は明確ではないが、14年時点で研究開発投資比率が高い企業

には、成長ペースが速い比較的規模の小さい企業も含まれることから、従業員数を増や

す傾向にある可能性が考えられる。これに対し、設備投資対売上高比率が高い企業は成

長企業である一方、労働から資本への代替が進みやすい可能性も考えられ、結果的に明

確な相関がみられなかった可能性が指摘できる（第2-2-26表、第2-2-27図）。 

 

𝐸𝑚𝑝𝑙𝑜𝑦𝑒𝑒_𝑔𝑟𝑜𝑤𝑡ℎଶ଴ଵଽିଶ଴ଵସ ൌ 𝛼 ൅ 𝛽ଵ𝑅𝐷_𝑖𝑛𝑡𝑒𝑛𝑠𝑖𝑡𝑦ଶ଴ଵସ ൅ 𝛽ଶ𝐶𝑎𝑝𝑒𝑥_𝑖𝑛𝑡𝑒𝑛𝑠𝑖𝑡𝑦ଶ଴ଵସ ൅ 𝜀 

 

𝐸𝑚𝑝𝑙𝑜𝑦𝑒𝑒_𝑔𝑟𝑜𝑤𝑡ℎଶ଴ଵଽିଶ଴ଵସ: 14～19年の従業員数伸び率（年平均） 

𝑅𝐷_𝑖𝑛𝑡𝑒𝑛𝑠𝑖𝑡𝑦ଶ଴ଵସ: 14年の研究開発投資額対売上高比率 

𝐶𝑎𝑝𝑒𝑥_𝑖𝑛𝑡𝑒𝑛𝑠𝑖𝑡𝑦ଶ଴ଵସ: 14年の設備投資額対売上高比率 

𝛼: 定数項、𝛽ଵ,𝛽ଶ: 係数、ε: 誤差項 

 

なお、他業種の動向をみると、電子・電気機器では同様に研究開発投資比率の係数が

正に有意であるが、医薬品・バイオテクノロジーでは設備投資比率のみが正に有意であ

り、自動車・同部品ではいずれも有意とはならなかった。これらの結果を踏まえると、

売上伸びと同様に、ICT関連産業（ソフトウェア・コンピュータサービス、電子・電気

機器、テクノロジー・ハードウェア及び機器の３業種）では、研究開発投資が相対的に

高水準であると、その後数年間にわたり従業員数の伸びも高い傾向があることが示唆さ

れた（第2-2-26表、第2-2-28表）。 

また、第2-2-26表の推計結果を用いて、ソフトウェア・コンピュータサービスで14年

に研究開発投資や設備機器・構築物投資を一定程度行った場合、19年の売上がどの程度

押し上げられたか試算した結果を第2-2-27図に示す。14年の従業員数を100とすると、

仮に14年時点で研究開発投資を全く行っていないと、５年後の19年には平均的にみて従

業員数は20.7にまで減少する。一方、14年時点で研究開発投資額が売上対比で16.9％

                         
98 こうした企業では、省力化投資などにより生産性を高めている場合もあると考えられる。 
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観測数 平均 標準偏差 中位値 最小値 最大値

従業員数伸び率

（年平均、％)
121 2.5 43.3 4.1 -82.6 138.8

研究開発投資対売上

高比率（2014

年、％）

121 16.9 10.3 15.9 0.1 50.2

設備投資対売上高比

率（2014年、％）
121 5.9 6.3 3.8 0.0 38.7

（推計対象とした企業の平均値）だったとすると、売上伸びが押し上げられることで19

年の売上は119.5まで増加し、減少した従業員数を埋め合わせるだけでなく、２割程度

増加させることが見込まれる。言い換えれば、ソフトウェア・コンピュータサービス業

では、第2-2-24図にみられるように過去５年間の従業員数伸びがマイナスの企業も多く、

雇用面で成長していくには新たなサービスを生み出すための研究開発投資が必要である

ことが示唆される。なお、第2-2-29表では、研究開発投資対売上比率が高く、かつその

後５年間の従業員数伸びが高い企業の例を挙げている。事業内容をみると、各種のクラ

ウドサービス提供（ストレージやオンラインミーティングサービス等）により、従業員

数を急拡大させてきた企業がみられる。 

 

第2-2-24図 雇用者数変化の関係（2014～2019年の変化） 

<ソフトウェア・コンピュータサービス業>  <テクノロジー・ハードウェア及び機器業> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）The EU Industrial Scoreboard 2020, 2015 より作成。 

 

第2-2-25表 基本統計量 

<ソフトウェア・コンピュータサービス業> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

y = 1.78x - 27.55

R² = 0.180

-100

-50

0

50

100

150

0 20 40 60従
業

員
数

伸
び

（
2
01

4-
20

19
、

年
率

）

研究開発投資対売上比率、2014年

（％）

（％）
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観測数 平均 標準偏差 中位値 最小値 最大値

従業員数伸び率

（年平均、％)
115 -6.0 38.9 -10.2 -79.3 121.6

研究開発投資対売上

高比率（2014

年、％）

115 14.9 9.9 12.6 1.1 45.4

設備投資対売上高比

率（2014年、％）
115 6.4 7.2 4.0 0.0 40.0

被説明変数：2014－2019年の従業員数伸び率（年平均）

1.815 *** 1.276 ***

(0.364) (0.408)

-0.193 0.499

(0.482) (0.496)

定数項 -27.029 *** -28.168 ***

(6.107) (7.103)

サンプル数 121 115

決定係数 0.181 0.113

業種

ソフトウェア・

コンピューター

テクノロジー・

ハードウェア

2014年時点の設備投

資対売上比率

2014年時点の研究開

発投資対売上比率

<テクノロジー・ハードウェア及び機器業> 

 

 

 

 

 

（備考）The EU Industrial Scoreboard 2020, 2015 より作成。 

 

第2-2-26表 研究開発費・設備投資費と従業員数伸びの関係（推計結果①） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2-2-27図 従業員数伸びの要因分解（推計結果を用いた試算結果） 

ソフトウェア・コンピュータサービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）The EU Industrial Scoreboard 2020, 2015より試算。 

（備考）１. The EU Industrial Scoreboard 2020, 2015より推計。 
２．*** １％水準有意、** ５％水準有意、* 10％水準有意。 
３. 括弧内は頑健標準誤差。 
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被説明変数：2014－2019年の従業員数伸び率（年平均）

自動車・

同部品

0.000 6.392 *** 2.231

(0.001) (0.108) (1.872)

0.117 *** -0.077 -0.686

(0.044) (0.399) (1.199)

定数項 21.426 *** -32.122 *** 15.742

(5.281) (6.784) (10.871)

サンプル数 138 120 85

決定係数 0.045 0.343 0.0589

業種

電子・電気機器

2014年時点の研究開

発投資対売上比率

2014年時点の設備投

資対売上比率

医薬品・バイオ

テクノロジー

企業名 国 事業内容

2014年時点の

研究開発投資

対売上比率

(％)

従業員数

伸び

（年率, ％）

2019年の

従業員数

BOX アメリカ 法人向けクラウドストレージサービス 30.7 138.8 89,968

TRUECAR アメリカ 自動車販売価格・関連情報サイト運営 24.4 127.9 3,876

RINGCENTRAL アメリカ
クラウドミーティングプラットフォーム運

営
20.6 97.1 18,100

SIMCORP デンマーク
資産運用会社や銀行等の金融機関に運

用関連ソフトウェア・サービス提供
20.5 94.5 33,000

HUBSPOT アメリカ
マーケティング・カスタマーサービスソフ

トウェア開発
23.0 77.9 14,000

F-SECURE フィンランド サイバーセキュリティ関連サービス提供 23.1 72.0 13,884

WORKIVA アメリカ
クラウドベースのドキュメント・データ管

理プラットフォーム運営
39.2 71.6 14,170

第2-2-28表 研究開発費・設備投資費と従業員数伸びの関係（推計結果②） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2-2-29表 研究開発投資比率が高く、その後5年間の従業員数伸びも高い企業の例 

（ソフトウェア・コンピュータサービス業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）The EU Industrial Scoreboard 2020, 2015より作成。 

 

（企業別にみた研究開発投資ウェイトと利益率変化） 

続いて、企業別の研究開発投資ウェイトと利益率の変化の関係を業種別に検証する。

具体的には、14年時点の研究開発投資支出額対売上比率と、その後５年間の利益率の変

化（19年の利益率マイナス14年の利益率）の相関関係を見たところ、ソフトウェア・コ

ンピュータサービスについては、ややばらつきはあるものの有意な正の相関関係がみら

れた（第2-2-30図）。売上のみならず、利益率の観点からも、研究開発投資に一定レベ

（備考）１. The EU Industrial Scoreboard 2020, 2015より推計。 
２．*** １％水準有意、** ５％水準有意、* 10％水準有意。 
３. 括弧内は頑健標準誤差。 

－　 104 　　



 

 

 

ル以上力を入れている企業では数年後に99利益率が上昇している傾向が示唆される。な

お、利益率変化幅の中位値は第2-2-31表に示すように０前後であるが、14年時点で利益

率が高かった企業ほど、19年までの間の変化幅は負値含め小さくなりやすい。言い換え

れば、第2-2-30図でみられる正の相関は、14年に研究開発投資比率が高かった企業には

利益率が低い企業が多く含まれ、こうした企業が５年後も市場に残っている場合、利益

率が相対的に大きく上昇している傾向にあることが示唆される。また、研究開発投資額

の代わりに資本的支出（CAPEX、設備投資額等）対売上比率と、収益性の変化の関係

をみると有意な関係にはなく、設備投資が相対的に高水準でも事後の収益性変化とは関

係しない可能性が示唆される。 

なお、テクノロジー・ハードウェア及び機器では、ソフトウェア・コンピュータサ

ービスと同様に、研究開発投資の伸びが売上伸びと相関しているが、研究開発投資比率

と売上高利益率の変化の間には有意な相関がみられない（第2-2-30図、第2-2-31表）。

また、電子・電気機器、及び自動車・同部品業でも、相関係数は0.1前後で有意水準は

低く、医薬品・バイオテクノロジーではむしろマイナスの相関がみられた。 

 

第 2-2-30 図 研究開発投資比率と売上高利益率変化の関係 

（2014～2019年の変化） 

<ソフトウェア・コンピュータサービス>      <テクノロジー・ハードウェア及び機器> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）The EU Industrial Scoreboard 2020, 2015より作成。 

 

 

 

  

                         
99 19 年の売上高利益率との差に加え、17年と 14年の同利益率の差との関係を見ても、ほぼ同様の結論が得られる。 
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被説明変数：2014と2019年の売上高利益率差（変化幅）

0.603 ** 0.123

(0.283) (0.156)

0.158 -0.045

(0.323) (0.097)

定数項 -9.311 ** -3.1614

(3.709) (2.109)

サンプル数 144 180

決定係数 0.163 0.0061

業種

テクノロジー＆

ハードウェア

ソフトウェア＆

コンピューター

2014年時点の研究開

発投資対売上比率

2014年時点の設備投

資対売上比率

第2-2-31表 研究開発費・設備投資費と売上高利益率差の関係（推計結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世界の主要企業の研究開発投資においては、ICT関連産業の投資ウェイトの拡大や、

非デジタル関連産業でのデジタル関連製品やサービスへの投資の進展が特徴的となって

いる。こうした傾向は、コロナ禍で主要国の多くがマイナス成長となった20年に加速し

たとみられ、OECDによれば20年には自動車産業のほぼ全ての主要企業で研究開発投資

額が前年比マイナスであったのに対し、ソフトウェア、コンピュータサービス及び電子

機器産業では多くの主要企業で前年比プラスであったとされている100。 

 

（各業種での日本企業の動向） 

 最後に、業種ごとに日本企業の14年の研究開発投資とその後５年間の売上伸び率の関

係を企業レベルで概観する。業種により上位2,500社に含まれる日本企業の比率は異な

り、例えばソフトウェア・コンピュータサービスでは144社中５社（3.5％）、テクノロ

ジー・ハードウェア及び機器では181社中18社（9.9％）、電子・電気機器では145社中

32社（22.1％）、自動車・同部品では101社中27社（28.7％）と後者２業種で高い。研

究開発投資水準、売上伸び率からみても日本企業の位置付けは業種間で異なる。既述の

ように、産業ごとにみて、５年前の研究開発投資対売上比率と、その後５年間の売上伸

び率の間にはおおむね正の関係がみられるが、ICT産業のうちソフトウェア・コンピュ

ータサービスやテクノロジー・ハードウェア及び機器では、大半の日本企業の研究開発

投資比率・売上伸び共に、世界の主要企業と比較して低い（第2-2-32図（１）、

                         
100 OECD (2021) によれば、ソフトウェア、コンピュータサービス及び電子機器産業の主要企業のうち、例えばフェ

イスブックやアリババグループ・ホールディングでは、20 年の研究開発投資額は前年比 30％以上、SAP やアップル

では 10％以上であったとされている。 

（備考）１. The EU Industrial Scoreboard 2020, 2015より推計。 
２．*** １％水準有意、** ５％水準有意、* 10％水準有意。 
３. 括弧内は頑健標準誤差。 
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R&D投資対売上：低 R&D投資対売上：高

売上伸び：高
33社

うち日本企業１社
39社

うち日本企業０社

売上伸び：低
45社

うち日本企業４社
27社

うち日本企業０社

（２））。特にソフトウェア・コンピュータサービス業では、いずれの企業でも研究開

発投資対売上比率が中央値よりかなり低く、テクノロジー・ハードウェア及び機器でも、

研究開発投資対売上比率が中央値を上回っているのは日本企業の１割程度である。これ

に対し、電子・電気機器や自動車・同部品では研究開発投資対売上比率、売上伸び率と

もに中央値より高い日本企業も複数みられ、相対的にみて世界の主要企業と比べて日本

企業に競争力があり、売上を伸ばしている業種と考えられる（第2-2-32図（３）、

（４））。 

 

第2-2-32図 研究開発投資と売上伸びの関係（業種別） 

 

（１）ソフトウェア・コンピュータサービス 
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R&D投資対売上：低 R&D投資対売上：高

売上伸び：高
40社

うち日本企業２社
50社

うち日本企業２社

売上伸び：低
52社

うち日本企業14社
39社

うち日本企業０社

 

（２）テクノロジー・ハードウェア及び機器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）電子・電気機器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

y = 0.11x + 6.21
R² = 0.0118
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R&D投資対売上：低 R&D投資対売上：高

売上伸び：高
28社

うち日本企業６社
45社

うち日本企業４社

売上伸び：低
33社

うち日本企業13社
39社

うち日本企業９社

R&D投資対売上：低 R&D投資対売上：高

売上伸び：高
17社

うち日本企業５社
33社

うち日本企業９社

売上伸び：低
34社

うち日本企業11社
17社

うち日本企業４社

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）自動車・同部品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）１．The EU Industrial Scoreboard 2020, 2015 より作成。 

    ２．各表の売上伸び及び R&D 投資対売上比率の「高い」「低い」は、中央値との比較を示す。 
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従来から我が国では、ICT関連産業の研究開発投資ウェイトが相対的に小さく、自動

車・同部品など伝統的に研究開発投資を集約的に行ってきたものづくり産業のウェイト

が大きかったが、こうした傾向はソフトウェア・コンピュータサービスのウェイトが３

割を占めるアメリカとは対照的であり（第2-2-33図）、むしろ自動車・同部品等の研究

開発投資を重点化してきたEUの立ち位置との共通点があると考えられる（第2-2-34図）。

他方、主要企業１社当たりの研究開発投資額をEU、日本及び中国で比較すると、10年

時点では日本企業とEU企業はほぼ同水準であったが、19年には日本企業の水準はEU企

業の７割程度と相対的に伸び悩んでいる一方、中国企業の水準は急速に高まっている

（第2-2-35図）。 

EUでは、成長戦略の一環として研究開発投資の支援策を重視してきている。背景に

は、民間部門の研究開発投資の伸び悩みが続いていることに加え、上述のとおり、伝統

的な製造業部門では研究やイノベーションに比較優位があるものの、知識集約型産業

（欧州委員会の定義では、研究開発投資対売上比率が一定以上の業種を指し、例えばソ

フトウェア・コンピュータサービス、テクノロジー・ハードウェア、及び電子・電気機

器が含まれる）では投資が伸び悩んでいることなどを課題として指摘している。こうし

た課題への対応として、欧州委員会では21～27年の財政枠組みにHorizon Europeと呼ば

れる研究・イノベーションプログラムとして955億ユーロ（約11.6兆円）を計上し、基

礎研究支援、グローバルな課題と欧州の産業競争力強化、及びスタートアップ支援を柱

とする計画を公表している。さらに、臨時予算である復興基金では、研究・イノベーシ

ョン関連施策も含め、気候変動とデジタルに主眼を置いた成長の方向性を打ち出してい

る（第2-2-36図）。 
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第2-2-33図 業種別研究開発費投資構成の日米比較（2019年） 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

（備考）The EU Industrial Scoreboard 2020より作成。 

 

第2-2-34図 EUとアメリカの業種別研究開発投資額（2010～2019年の変化） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（備考）The EU Industrial Scoreboard 2020 より作成。 
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(百万ユーロ）

2010年の
１社当たり
R&D投資額

2019年の
１社当たり
R&D投資額

欧州委員会のR&D,イノベーション等関連予算

復興・レジリエンス基金（研究・イノベーション関連含む）

21－23年6,725億ユーロ（約82兆円）。復興基金の主要部分。

うち3,125億ユーロ（約38兆円）までが補助金、3,600億ユーロ（約

44兆円）までが融資。各国が分配額に応じ使用計画を策定。

使途については、対総支出比率で気候変動とデジタル化関連支

出に下限を設定（各37％、20％下限）し、一定の方向性を課す。

（各国の使途例１）フランスの復興・レジリエンス計画

・ 補助金額394億ユーロ（約4.8兆円、19年GDP比1.6％）

・ ３つの優先分野：グリーンへの移行、競争力及び社会的・地域的一体性。

・ 量子コンピューティング、グリーン技術、サイバーセキュリティ等の分野でのR&D投資支援。研究機関や大学からの起業促進等のため、250億ユーロを計上。

・ 気候変動目標に関連する予算額は全体の46％。デジタル化関連は同21％。

（各国の使途例２）ドイツの復興・レジリエンス計画

・ 補助金額256億ユーロ（約3.1兆円、19年GDP比0.74％）

・ ６つの集中分野：気候変動対策とエネルギー転換、経済とインフラのデジタル化、教育のデジタル化、社会の包摂性の強化、感染症流行に耐えうる医療シ
ステムの強化及び行政のデジタル化と投資障壁の低減。

・ 再生可能水素エネルギー、マイクロエレクトロニクス及びクラウド技術へのR&D投資。自動車製造企業・サプライヤー中小企業向けの研究開発支援。

・ 気候変動目標に関連する予算額は全体の42％。デジタル化に関連する予算額は全体の52％。

Horizon Europe（研究・イノベーションプログラム）

21－27年で955億ユーロ（約11.6兆円）。３本柱で構成。

①卓越した科学：250億ユーロ（最先端研究プロジェクト補助に160億ユーロ等）
②グローバルチャレンジと欧州の産業競争力：535億ユーロ（ヘルス（83億ユー

ロ）、デジタル・産業及び宇宙（154億ユーロ）、気候・エネルギー及び移動
（151億ユーロ）等）

③イノベーティブな欧州：136億ユーロ（スタートアップ支援等）

第2-2-35図 主要企業１社当たり研究開発投資額の推移（EU、日本、中国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2-2-36図 欧州委員会の研究開発投資、イノベーション等関連予算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次項からは、民間部門でのデジタル技術の導入の動向や、導入が進んだ国での企業パフォ

ーマンス等についてみていきたい。 

  

（備考）１. 10～19年まで継続してデータが利用できる企業 1社当たりの研究開発投資額を示す（集

計対象企業数は EU164 社、日本 132社、中国 183社）。 
２．The 2020 EU Industrial Scoreboard より作成。 

（備考）各種資料より作成。 
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２．企業のデジタル投資（DX）の動向  

（１）欧米諸国でのDXの動向 

欧州投資銀行の調査101によれば、EU諸国やアメリカでは企業によるデジタル技術の

導入が徐々に進展している。EUとアメリカを比較すると、総じてみれば後者の方が技

術導入が進んでいる。以下ではこの調査の結果に基づき、企業のデジタル投資の動向を

簡単に紹介する。 

アメリカとEUで業種別の動向を比較すると、アメリカでは特に非製造業でのIoT102導

入や、建設業でのドローンの活用が進んでいるのに対し、EUではサービス業やインフ

ラ部門でのプラットフォーム技術103活用がアメリカよりやや進んでいるなどの特徴があ

る。製造業では、IoTや３Dプリンターの活用はアメリカでやや進んでいるがロボット

化はほぼ同程度であり、業種やデジタル技術の内容に応じて、活用度合いが異なること

がうかがえる（第2-2-37図）。 

 

第2-2-37図 業種別に見たデジタル技術への投資動向（アメリカとEUの比較） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         
101 この調査は欧州投資銀行が年に１回、EU 諸国、英国及びアメリカの企業に対して調査票及びインタビューにより

実施しているもので、16 年以降 20 年までの要約統計量がデータベースで公表されている。20 年調査の例を取ると、

全体で13,372社の企業が調査に回答し、一部の小国を除き国ごとに480以上の回答を得ている。国レベルでは、業種

及び企業規模に応じた調査設計となっている。 
https://www.eib.org/attachments/eibis-methodology-report-en.pdf 
102 OECD (2019) の定義によれば、「個人の積極的な関与の有無を問わず、インターネットを介してその状態が変わ

り得る全ての機器や客体」を指すが、ラップトップ端末やタブレット、スマートフォン等は含まれないとされている。 
103 プラットフォーム技術の定義は同調査報告書では明示されておらず、文脈に応じて多義的であるが、ビジネス分

野では取引を円滑に進めるためのマーケット基盤や産業レベルのイノベーション創出基盤を指し、IT 関連では PaaS
などのクラウドの技術基盤を指すことがあるとされている。製造業のデジタル・プラットフォームビジネスの最先端

事例として、高梨（2021）はコマツの例を挙げ、建設工事の過程で用いられるドローンや建機から吸い上げられるデ

ータをクラウドで加工・分析し、第三者に提供することで、コマツ以外の建機を使用するユーザーともつながること

ができる新たなビジネス基盤を構築したと指摘している。 
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（備考）１．欧州投資銀行より作成。
２．各業種において、事業の一部もしくは全体について各デジタル技術への投資を

行っている企業が占める割合（2019年）。
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EU諸国を国別にみると、フィンランドやオランダ、チェコ等はアメリカよりもデジ

タル技術導入が若干進んでいる（第2-2-38図）。フィンランドの特徴は、特にサービス

やインフラでビッグデータやAIの活用が進み、IoTやプラットフォーム技術を活用して

いる企業が多い点にある（第2-2-39図）。背景としてフィンランドにはNokia本社があ

り、５G基地局で世界３位（18年）となっていることや、同社はハード開発・生産のみ

ならず、研究・ソフト開発、技術者育成、スタートアップ企業育成など様々な役割を担

っていることが指摘されている104。また、交通・運輸インフラでMaaS（単一のアプリ

ケーションで複数の移動サービスを最適に組み合わせて検索・予約等を一括で行うサー

ビス）提供が進んでいること、行政の支援により大学やスタートアップ企業が次世代交

通システム（自動運転バス等）を開発しやすい環境が整備されていること、伝統産業で

ある造船業でも船舶の自動運行技術の開発が進んでいることなどが挙げられる105。 

 

第2-2-38図 国別にみたデジタル技術の導入状況 

（EU内上位3か国、下位３か国及びアメリカ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

オランダの特徴は、他のEU諸国と比べてどの部門でもIoTの活用が進み、建設業では

ドローン、インフラではプラットフォーム技術の活用が進んでいることである。通信大

手KPNが高速の長距離通信網ネットワークを全国展開し、様々な分野の企業との連携に

                         
104 在フィンランド日本大使館「フィンランド経済の概要（トピックス IT・AI）」 
https://www.fi.emb-japan.go.jp/itpr_ja/11_000001_00028.html 
105 在フィンランド日本大使館「フィンランド経済の概要（トピックス交通・運輸）」 
https://www.fi.emb-japan.go.jp/itpr_ja/11_000001_00028.html 
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（備考）１．欧州投資銀行より作成。

２．各国において、事業の一部もしくは全体

についてデジタル技術への投資を行って

いる企業が占める割合（2019年）。
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よりIoTビジネスの拡大を図っている106。オランダには欧州最大級のセキュリティクラ

スタ107があり、国内外の数百の企業や大学、政府機関が連携して、サイバーセキュリテ

ィや重要なインフラの保護を行っている。他方、国内人件費が高いことから、例えば公

共施設のゴミ箱の回収時にIoTを活用し、必要な箇所だけ回収する仕組みを導入したり、

道路標識のメンテナンスに活用したりと、対象範囲を広げることで、コスト削減につな

がる取組が進められている108。また、農業分野109では、施設園芸を中心に、ITを使った

コスト管理やハウス内の栽培環境を最適に制御するシステム技術を開発することにより、

農業輸出大国になったとされている110。チェコについては、製造業でのロボット化の進

展が進んでおり、また製造業やサービス業でのIoTの活用、サービス業でのプラットフ

ォーム技術の導入が特徴である。このうち製造業のロボット化については、ドイツより

相対的に安価な人件費水準であったことから自動車産業等の工場進出が進み、17年頃か

ら賃金上昇率が上昇したことも追い風となり、ロボット化に向けた投資が進んだとの指

摘がある111。 

他方、アイルランドはデジタル技術への投資を行っている企業の比率が最も低い国で

ある。アイルランド製造業のデジタル化に関する政府のレポートによれば、アイルラン

ドの製造業の中でも、小規模事業者が多く市場規制が強い食料品・飲料部門（製造業の

付加価値の23％程度を生産）等では、デジタル化をはじめとする新技術の導入に遅れが

生じやすいことが指摘112されている。 

このように、EU諸国の中でも、企業のデジタル技術導入状況は様々であり、かつ相

対的に導入が進んでいる分野も異なるが、これは各国の産業構造や中核となる大企業の

存在等が背景にあるものと考えられる。以下では、こうしたデジタル技術の活用状況と、

企業や経済活動のパフォーマンスの関係をみていく。 

 

 

 

 

 

 

 

                         
106 日本貿易振興機構在欧州事務所・モスクワ事務所（2017）「欧州各国の産業デジタル化推進策と IoT 導入事例」 
107 The Dutch Security Cluster 
108 日本貿易振興機構在欧州事務所・モスクワ事務所（2017）「欧州各国の産業デジタル化推進策と IoT 導入事例」 
109 日本貿易振興機構ブリュッセル事務所（2017）「欧州企業の IoT 活用事例調査」 
110 野村（2018）「オープンイノベーションのプラットフォームとしての都市」JRI レビュー 2018, vol.2, No.53 
111 日本貿易振興機構（2018）「ロボットの導入が加速するチェコ市場」
https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2018/5c20289f9e3588ea.html 
112 Policy Links et al. (2018) “Study on digitalization of the manufacturing sector and the policy implications for Ireland” 
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第 2-2-39 図 業種別・技術別にみたデジタル技術の導入状況 

（フィンランドとオランダの例） 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

（２）デジタル技術と収益性・生産性 

こうしたデジタル技術の導入が各国企業の収益性や生産性とどのように関連してい

るかについて、上述の欧州投資銀行調査から利用可能なデータの範囲で概観してみたい。

まず、第2-2-40図は横軸にデジタル化進展度（調査回答企業が過去１年間にデジタル技

術をどの程度導入したかを示す主観指標）、縦軸に過去１年間に利益を生み出した企業

の割合を示す指標（左）及びTFP水準113（右）を取り、国別の傾向をみたものである。 

この図はEU諸国の一部の国に限定して両者の関係をみたものであり、全体の傾向を

示すものではない点に留意が必要であるが、少なくとも、デジタル技術の導入が進んで

いるフィンランドやオランダは図の右上に位置し、他国と比較して高い利益やTFP水準

にあること、逆に導入が相対的に遅れているフランスやポーランドは利益やTFP水準も

相対的に低めであることが伺える。 

次に、業種別にデジタル化進展度と利益を生み出した企業の割合の関係をみたのが

第2-2-41図である。インフラやサービスで顕著であるが、全ての業種に共通して、デジ

タル化が進んでいるアメリカやフィンランドでは利益を生んでいる企業の割合も高く、

デジタル化が進んでいないフランスやポーランドでは利益を生んでいる企業の割合が低

い傾向にあることが示唆されている。第2-2-42図ではデジタル化進展度とTFP水準の関

係を見ているが、４業種ともにフィンランドとオランダは高進展度、高TFP水準の傾向

にあり、フランスとポーランドは低進展度、低TFP水準の傾向がみられる。 

                         
113  TFP 水準は調査に対する各企業からの回答を用いて推計されている。具体的には、国ごとに各企業の付加価値額

（賃金と利潤の和）を従業員総労働時間、固定資産額及び業種ダミーに回帰し、得られた推計結果を国及び業種別に

集計した値を用いている。出所は EIB サイト：https://data.eib.org/eibis/download 
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こうした傾向は一部の国における特徴に過ぎない点には留意が必要であるとともに、

デジタル化と企業のパフォーマンスの間の因果関係を示すものでもない。例えば、国や

業種によって企業規模の分布が異なるが、企業規模が小さい場合はデジタル技術導入の

固定費負担が大きく導入が困難であることから、アメリカよりEU諸国で導入が遅れや

すいことが指摘されている。また、小規模事業者ではTFP水準や収益性が低い傾向にあ

ることから、結果的にデジタル化進展度と生産性等の間に一定の傾向がみられている可

能性も考えられる。さらに、生産性や収益性とデジタル化の度合いが第３の要因、例え

ばマネージメントの質などによってつながりを持つ可能性も指摘114されており、デジタ

ル化の影響をみるには、企業レベルのデータ等を用いたより詳細な分析が望まれる。 

 

第2-2-40図 国別にみたデジタル技術の導入状況と収益性・生産性（全産業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                         
114 European Investment Bank (2020a) 
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第2-2-41図 国別にみたデジタル技術の導入状況と収益性（産業別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）１．欧州投資銀行より作成。 

        ２. P/L 比率は、税引前利益に関する設問への回答の４つの選択肢「Profit, Loss, Break even, High positive profits」 

のうち、Profit１点、High positive profits２点、その他 0点とし回答者比率を加重平均して算出。 

        ３．デジタル化進展度は、昨年１種類デジタル技術の導入を行った企業を１点、複数導入した企業を２点、導入 

しなかった企業を０点とし、回答者比率を加重平均して算出。        
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第2-2-42図 国別にみたデジタル技術の導入状況と生産性（産業別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．分析結果のまとめと示唆 

本節では、国レベルや企業レベルのデータを用いて、ICT部門を中心に成長産業の動

向を整理した。また、企業におけるデジタル技術の導入・活用状況がそのパフォーマン

スに与え得る影響についても考察を行った。 

国レベルのデータを用いた分析からは、ICT部門の付加価値や生産性上昇には、特に

（備考）１．欧州投資銀行より作成。 

        ２. デジタル化進展度は、昨年１種類デジタル技術の導入を行った企業を１点、複数導入した企業を２点、導入しなかっ 

た企業を０点とし、回答者比率を加重平均して算出。        
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ICTサービス部門での研究開発投資が鍵となり得ることが示唆された。我が国では、民

間の研究開発投資に対する政府支援は相対的に手厚いものの、このところのICT部門の

成長は他国と比べて限られていることが明らかとなった。 

企業レベルのデータを用いた分析からは、以下の点が示唆された。市場規模がある

程度大きい部門のうち売上の伸びが高いソフトウェア・コンピュータサービス、テクノ

ロジー・ハードウェア及び機器、医薬品・バイオテクノロジーの３業種について、10年

代後半の動向をみると、いずれの部門でも中国企業のプレゼンスが高まっている。日本

企業のシェアは大きくは低下していないものの、特に前２業種で低下方向にあり、研究

開発投資の伸びも相対的に低い。 

さらに、ソフトウェア・コンピュータサービス、テクノロジー・ハードウェア及び

機器、電子・電気機器では、14年の研究開発投資対売上比率や設備投資対売上比率と、

その後５年間の売上の伸びの間には正の相関がみられた。また、３業種とも14年の研究

開発投資対売上比率とその後５年間の従業員数の伸びの間に正の相関がみられたが、設

備投資対売上比率との間には有意な関係がみられなかった。加えて、ソフトウェア・コ

ンピュータサービスでは、14年の研究開発投資対売上比率とその後５年間の売上高利益

率の変化の間に正の相関がみられた。これらの業種では研究開発投資により新たな財や

サービスの開発に成功した企業が売上高を伸ばし従業員数も増加、さらにソフトウェ

ア・コンピュータサービス利益率も改善する傾向がみられる。他方、成長業種とされる

医薬品・バイオテクノロジーでは、高い研究開発投資比率と売上や雇用の伸びの相関は

明確にはみられないことも明らかとなった。 

デジタル分野は寡占が進みやすい分野であるだけに、イノベーションによる新規参

入、ビジネスダイナミクスの活性化が、中長期的な成長の観点からは重要と考えられる。

なお、アメリカの研究者の指摘115では、近年アメリカのビジネスダイナミクスが低下し

ているのは、市場の寡占化が進み、特に知識の伝播(knowledge diffusion)が進んでいな

いことによるとされており、こうした課題に政策的にどのように取り組んでいくかも重

要な課題と考えられる。 

民間企業でのデジタル技術の導入に関しては、欧米での比較の結果、業種や技術に

よって違いがあるものの、概してアメリカの方が技術導入が進んでいる場合が多いこと

が示された。因果関係は明らかでないものの、デジタル技術導入が進んでいる（遅れて

いる）国の方が、収益性や生産性が高い（低い）場合が多い。デジタル技術の活用は、

コロナによって働き方やマネージメントが大きく変化するなか、今後加速することが予

想される。具体的には、AI/ソフトウェア関連技術の活用の広がり（移動制限やテレワ

ーク普及によるデジタル通信手段への需要の急増と作業プロセスの無人化の促進など）

                         
115 Akcigit and Ates (2019) “Knowledge in the hands of the best, not the rest: The decline in the US business dynamism,” 
Columns of Vox CEPR. https://voxeu.org/article/decline-us-business-dynamism 
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が挙げられる。国際電気通信連合（ITU）のレポートによれば、コロナの影響により特

にリモート会議やクラウドストレージへの需要が高まり、コロナ前後を比較すると

Zoomの１日当たり利用量は300％増、Webexは契約者が33％増、Teamsの月契約者が

775％増となった116。EUのR&Dレポートでも20年代は感染症の拡大を契機として、AIに

よってコンピュータがデータを解析し、人間ができるより優れた方法を演繹する時代に

なる可能性が指摘されている。 

こうした動向と併せ、現在のデジタル関連インフラのレジリエンスの向上も求めら

れていくと考えられ、欧州諸国では政策面での取り組みも強化されている。例えば、復

興基金の主要部分を占める復興・強靱化ファシリティ（1,300億ユーロ）でも、コロナ

対応の一環としての５G投資の重要性を強調し、主要投資分野の一つとしている117。コ

ロナ禍を契機に産業構造が変化していく中で、こうした各国の動向も踏まえながら、我

が国も成長分野での強みを活かした設備投資や研究開発投資を促していくことが重要な

課題と考えられる。 

  

                         
116 Katz, R (2020) ”Economic Impact of Covid-19 on digital infrastructure,” Table 1 
117 具体的には、５G インフラとその活用が遠隔医療（携帯端末ネットワークや IoT を活用したモニタリングや、予防

措置の実施）、メディア（ライブストリーミング）、遠隔教育（高品質の画像や VR を活用した授業）、運輸（リア

ルタイムの移動情報）、小売（物流が阻害された場合の IoT や AI の在庫管理への活用）等で期待できるとしている。 
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